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全国消費生活相談員協会（全相協）の紹介
■設立

１９７７年 ｢国民生活センターの消費生活相談員養成講座修
了者の会」 として発足、消費者問題の専門家集団

１９８７年 社団法人 全国消費生活相談員協会
（経済企画庁所管、現在消費者庁）

２００７年 適格消費者団体 （内閣総理大臣認定）

２０１２年 公益社団法人全国消費生活相談員協会

■会員
全国の自治体等の消費生活相談窓口に勤務する消費
生活相談員を主な会員としている 約2000名
全国に７支部

■事務所
本部事務所 東京都中央区
関西事務所 大阪市
北海道事務所 札幌市

北陸支部

北海道支部

東北支部

関東支部

中部支部

関西支部

九州支部
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• 全国３ヵ所の事務所で「週末電話相談」を開設

• 必要に応じて全支部で「電話相談１１０番」を実施

• 適格消費者団体として、事業者の不当勧誘、不当表示
不当条項等に対して差止請求や改善要望

• 消費生活相談員のレベルアップのための各種研修

• 「消費者問題出前講座」の実施

• 行政機関からの委託による消費生活相談・啓発活動

• 各省庁、業界団体、事業者等との意見交換、また、各種委員会等において消費者の声
を伝える消費者委員としての活動

全相協の主な活動
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■消費者被害の救済・被害の予防として
週末電話相談

・1998年4月より開始

・相談で得られた 情報を基に、消費者被害の

救済・被害の予防、啓発や消費者教育を

行っている。

・「週末電話相談報告書」及び

主な相談事例をまとめた冊子

「こんな相談ありました！！」

を毎年作成し、消費者啓発

消費者教育に役立てている。

全相協週末電話相談 2017年度は2578件
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・若者の相談は、性別、年齢層を問わず、イ
ンターネット利用に関する者が多い。

・20歳代の男性では、「フリーローン・サラ
金」についての相談が多くなっている

・SNSで知り合った人から「必ずもうかる」と勧
誘され、消費者金融等で多額の借入れをし
て情報商材等を購入したが儲からない等

※20歳未満、20歳代、30歳代、 40歳代は 相談割合は
減少

若者の相談はインターネット利用に関するものが中心

平成30年版消費者白書 5



・「マルチ取引」に関する相談は
2016年度に件数が減少したものの、
2017年度は増加した

・契約当事者の年代別では20歳
代の相談が30.2％を占めている。

・商品・役務等でみると「ファンド型
投資商品」の相談が件数、割合と
もに増加した。

若者のマルチ取引に関する相談

消費生活年報2018
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① 一人暮らしの娘（20歳大学生)が、マルチ商法に関わり、クレジットカード払
いで浄水器やシャンプーなどの商品を大量に買っている。未成年者の時に私
が保証人となり、クレジットカードを持たせていた。今は借金がかさみ困って
いる。何とかやめさせたい。 （50歳 女性 給与所得者）

➁ 路上で声をかけられモデルのスカウトされた。お金はかからないと言っていた
が、レッスンを受けるよう勧められて半年間１５万円の契約をし、クレジット
カード１０回払いにした。その後３６万円かかるが所属モデルにならないかと
言われ、払えないと断ると２０万円でいいと言われ承諾したが高額で払えない
のでやめたい （21歳 女性 大学生）

③ 友人に食事に誘われて行くと、貸会議室で開かれていた、オンラインカジノの
ビジネスセミナーだった。オンラインカジノサイトに登録し会員になるとカジ
ノで遊べ、勧誘した人が会員になると利益になると勧められた。
登録料は２０万円だったので持ち合わせがないと断ったが、キャッシング
して払うよう言われ、断り切れず入会した。 （24歳 男性 給与所得者）

若者のトラブル事例１（週末電話相談室から）
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④ 1か月半間前にネットで調べたクリニックで脱毛エステを契約した。５回で２５万円

で個別クレジット契約の２４回払い。１度施術を受けたが高額な契約のため、昨日契

約を伝えると１回の施術と違約金で７５０００円と言われた。その後個別クレジット

の解約料を含め８２０００円と言われた。説明の度に違約金が解変わり納得できない。

（23歳 女性 給与所得者）

⑤ 痩身スムージーのキャンペーンをネット広告で見て、６食１００円なので購入し、商
品が届いた。しかし、昨日、業者から、定期購入の契約になっていて、商品を配送し
たというメールが来た。そのような表示は見ていない。解約したい。

（28歳 女性 無職）

⑥ 結婚式場の説明会に行き、当日契約をしたら割引になると言われて契約をした。だが
２軒目の式場の方が良かったので、翌日キャンセルをしたいと伝えると予約金３０万
円を払うように言われた。約款では契約成立後のキャンセル料は予約金３０万円と
なっている。ほとんど何もサービスを受けていないのに３０万円も払うことに納得で
きない。

（25歳 男性 給与所得者）

若年者のトラブル事例２（週末電話相談室から）
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若年者の消費者トラブルの特徴
若者がトラブルに遭うのは

「知識」「社会経験」「お金（資力）」が乏しい

①２０歳直後から勧誘される。

②ＳＮＳなどバーチャルな人間関係を信用しやすい。

③インターネットは駆使しても広告や情報の真偽を確かめない。

④契約に関する知識が乏しい。

⑤誰にも相談しない

⑥その場の雰囲気を壊さないようにする気持ちが強く、事業者からの勧誘をきっぱり断

ることができない。

⑦借金をして支払っている。

返済できなくなり相談する
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■相談対応

①未成年者の契約

未成年者取消権の活用 →立証が簡易 そのため、悪質な事業者への抑止効果がある。

②成人の契約

特定商取引法や消費者契約法の活用

→ 取引方法や要件の検討

→ 事業者に交渉、説得を行う →聴き取る力、説明力、交渉力、説得力、調整力等が必要

③最近は、一度支払ってしまった場合、被害回復が困難なケースが多くなっているが、

若年者の多くは弁護士委任や、裁判までは望まない。

消費生活相談の目的 相談対応
■目的 機能

① 消費者支援 ⇒ 情報格差、交渉力格差の是正

② 消費者が適切な選択あるいは自主交渉できるように助言、情報提供をする。

③ 消費者被害回復のためにあっせん交渉をする。

④ 消費生活センターより適切な処理ができる機関を紹介する。

⑤ 今後の被害の未然防止のために啓発をする。
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① 消費者教育

・教員自身の指導方法、教材の活用方法の習得

・消費者教育を実施できる環境の整備

・地域の学校と消費生活センター等との連携

・適切な消費者教育コーディネーターの設置

・教育の現場における外部の専門家の活用の仕組みを整備

・消費者庁・文科省・法務省・金融庁の連携

・自治体と教育委員会との連携

・行政・消費者団体・事業者団体等との連携

② 特定商取引法・消費者契約法等のさらなる整備

③ 事業者による年齢や状況に応じた配慮

若者の消費者被害防止・被害回復のために
必要な手当て
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全相協の消費者教育の取り組み 1

■消費者問題出前講座 高齢者の見守り講座

・ ２００１年に内閣府からの委託事業として「消費者問題出前講座」を開始

・平成１３年９月から平成２６年度まで、延べ講座件数、約2万件、延べ受講者数

は、８２万５０００人に達した。

■全相協消費者講座

・２０１５年より自主事業として無料の講座を展開。

３年間で９４４件 4万６千人の受講者があった。

・本年度も開催中。

■消費者教育コーディネーター講座 見守りサポーター講座他

・自治体、消費者団体から多数依頼があり開催している
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■消費者啓発・消費者教育用冊子等の作成と講座の実施

様々な冊子・ＤＶＤ・紙芝居・書籍・リーフレットを作成

・ＤＶＤ作成

「まさととめぐみのおこづかいを考えよう」小学生高学年を対象とする金銭教育

「若者の契約トラブルしまった！困った！だまされた！？」 ―ネットトラブル・マルチ商法― 

・冊子・紙芝居等作成

「ぼくもしょうひしゃわたしも消費者」、「ごみから見つめるエコ

ライフ」 、「育てよう消費者知力―家庭でできる１０才からの消費

者教育」、 「法を学ぼう・はじめの・一歩正義をさがそう」

「親子で学ぼう消費者教育上手なお金の使い方実践ワーク集」

紙芝居「もりのだんごやさん」「契約の達人」他

■SNS（Twitter）での情報発信

２０１８年１月から、若者・一般消費者への情報発信を開始

全相協の消費者教育の取り組み 2
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■消費者教育研究所の目的

・消費生活相談現場に立脚した地に足の着いた消費者教育を実施する。

・すべての年代や問題を対象とする教材作成、人材育成、情報発信をする。

・本協会の消費者教育の体系化・理論化を進めていく

■今年度の消費者教育研究所の活動

・若年層の消費者教育・啓発の充実

成年年齢引下げを見据えて若年層の消費者教育の強化

・学校との連携の強化

・小学生、中学生、障がい者見守り向け教材作成

・シンポジウム等の開催・参加

２０１７ 全相協 消費者教育研究所を設立
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啓発・消費者教育の実施内容 （現職 409 人 勤務している消費生活センター等で行っている内容）

・「出前講座」の実施が約90％と高く、センター等が独自に開催する「消費生活講座」が 70％程度

・学校や福祉など関連機関との連携は40％と少ない

消費者教育の拠点化

・消費生活センターが消費者教育の拠点と位置付けられていることを、90%以上の人が 認識している

・現時点で消費生活センターがその役割を果たしていると回答した人 はわずか 15.0%であった

拠点化に必要なこと(自由記載）

・教育機関等の関係機関とのさらなる連携の強化

・消費生活センターの職員・相談員など人員面での充足

消費者教育研究所 消費者教育調査報告より１

会員消費者教育の実態調査 全相協が目指す消費者教育の方向性を明確にする
・対象は本協会会員 1962人 ・回収 499人 25.4％
・調査時期 2018年1月15日～2月20日
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消費者教育コーディネーターについて

・消費者教育コーディネーターの設置は6.8％と低い

・消費者教育コーディネーターの適任者として

消費生活相談員関係者がよいと思っていることが

覗える

コーディネーターの設置を進めるための方策

（自由記載）

・位置づけや役割を明確にする。

・コーディネーターの存在や役割を周知させる

・コーディネーターの設置を法的に義務化し、都道府県に 100%設置する

・国が積極的に予算化し設置を促す

・活躍している実例をあげて促先進例等情報提供が必要

消費者教育研究所 消費者教育調査報告より２
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学校における消費者教育の推進

①学校における消費者教育と消費生活相談員の関わりについて、

「もっと積極的に進めたい」が34％、「進めていく必要はあるが難しい」が 59％で、

両意見を合計すると学校における消費者教育の必要性を 90％以上の人が感じている

②「難しさ」として、

・取り組んでいる自治体もあるが、多くの自治体において消費者教育への理解がないた

め、予算・人員等、実施する体制ができていない。

・相談員が少ないため、交代で研修に出ることも難しい。消費者教育のための

時間的余裕がない。

・学校・教員間で理解や取り組みの格差が大きい

・教育委員会の理解や協力が得られないことなどがあった。

消費者教育研究所 消費者教育調査報告より３
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１成年年齢引き下げに向け、消費者被害の防止を図る

・中学生・高校生、大学生向けの消費者教育の実施、教員との連携

・自治体、教育関係者、教育委員会、学校等に積極的に働きかけを行う

特に市町村レベルへのアプローチ

・会員が質の高い講座を実施していけるように、教材作成や講座手法の研修を提供

・教員向けの消費者教育講座

・新入社員研修等、事業者との連携・啓発活動

２消費者教育コーディネーターの育成

・消費者教育コーディネーターの本来の役割を果たせる人材の育成

・消費者教育コーディネーターの役割についてのマニュアル作成

・自治体における消費者教育コーディネーターの設置と地位の確保の働きかけ

・消費生活コーディネーター育成講座の全国展開

本協会における消費者教育推進のための活動
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ご清聴ありがとうございました
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